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日本管財株式会社 

 
貸 借 対 照 表 

( 2025年３月31日現在 ) 
 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

  百万円  百万円 

流 動 資 産 31,702 流 動 負 債 11,773 

現 金 及 び 預 金 15,939 買 掛 金 6,019 

受 取 手 形 23 リ ー ス 債 務 15 

売 掛 金 12,921 未 払 金 464 

契 約 資 産 380 未 払 法 人 税 等 1,176 

前 払 費 用 302 未 払 消 費 税 等 743 

短 期 貸 付 金 20 未 払 給 料 784 

立 替 金 1,472 未 払 社 会 保 険 料 309 

そ の 他 643 契 約 負 債 1,436 

貸 倒 引 当 金 △0 預 り 金 158 

固 定 資 産 9,267 関 係 会 社 預 り 金 14 

有 形 固 定 資 産 504 賞 与 引 当 金 425 

建 物 276 そ の 他 225 

機 械 装 置 0 固 定 負 債 1,008 

車 両 運 搬 具 32 リ ー ス 債 務 22 

工 具 ・ 器 具 ・ 備 品 158 預 り 保 証 金 282 

リ ー ス 資 産 37 資 産 除 去 債 務 154 

無 形 固 定 資 産 59 そ の 他 549 

電 話 加 入 権 19   

ソ フ ト ウ エ ア 39 負 債 合 計 12,782 

投資その他の資産 8,703 純 資 産 の 部 

投 資 有 価 証 券 418 株 主 資 本 28,187 

関 係 会 社 株 式 870 資 本 金 3,000 

長 期 貸 付 金 12 資 本 剰 余 金 11,310 

関 係 会 社 長 期 貸 付 金 5,228 資 本 準 備 金 498 

繰 延 税 金 資 産 81 そ の 他 資 本 剰 余 金 10,812 

前 払 年 金 費 用 960 利 益 剰 余 金 13,876 

敷 金 及 び 保 証 金 631 利 益 準 備 金 251 

各 種 会 員 権 294 そ の 他 利 益 剰 余 金 13,625 

長 期 滞 留 債 権 26 繰 越 利 益 剰 余 金 13,625 

賃 貸 建 物 49   

賃 貸 土 地 53   

そ の 他 142   

貸 倒 引 当 金 △66 純 資 産 合 計 28,187 

資 産 合 計 40,970 負 債 ・ 純 資 産 合 計 40,970 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

( 2024年４月１日から 
2025年３月31日まで ) 

 

科            目 金          額 

 百万円 百万円 
売 上 高  79,880 

売 上 原 価  65,443 

売 上 総 利 益  14,436 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  9,568 

営 業 利 益  4,868 

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 49  

受 取 配 当 金 60  

受 取 賃 貸 料 59  

そ の 他 15 185 

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 0  

賃 貸 資 産 関 連 費 用 45  

固 定 資 産 除 売 却 損 3  

為 替 差 損 0  

そ の 他 13 64 

経 常 利 益  4,989 

税 引 前 当 期 純 利 益  4,989 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 1,357  

法 人 税 等 調 整 額 14 1,371 

当 期 純 利 益  3,617 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

( 2024年４月１日から 
2025年３月31日まで ) 

 

 

株 主 資 本 

資 本 金 
資 本 剰 余 金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 
 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 3,000 498 10,812 11,310 

当 期 変 動 額     

剰 余 金 の 配 当 ― ― ― ― 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 

当 期 末 残 高 3,000 498 10,812 11,310 
 

 

株 主 資 本 

純資産合計 
利 益 剰 余 金 

株主資本 
合  計 利益準備金 

そ の 他 
利益剰余金 利益剰余金 

合   計 
繰越利益剰余金 

 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 

当 期 首 残 高 251 13,178 13,429 27,740 27,740 

当 期 変 動 額      

剰 余 金 の 配 当 ― △3,170 △3,170 △3,170 △3,170 

当 期 純 利 益 ― 3,617 3,617 3,617 3,617 

当 期 変 動 額 合 計 ― 446 446 446 446 

当 期 末 残 高 251 13,625 13,876 28,187 28,187 
 
(注) 記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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個別注記表 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 

1. 資産の評価基準及び評価方法 
   有価証券の評価基準及び評価方法 

子会社株式及び関連会社株式 
総平均法に基づく原価法 

その他有価証券 
市場価格のない株式等 
主として総平均法による原価法 

 
2. 固定資産の減価償却の方法 
 (1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法を採用しております。ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）並び
に2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

  建物及び構築物    ２～24年 
  その他の有形固定資産 ２～20年 

 (2) 無形固定資産（リース資産を除く） 
定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
 自社利用のソフトウエア    ５年 

 (3) 賃貸建物 
旧定額法を採用しております。 
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
 建物           33～50年 

 (4) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法を採用しております。 

 
3. 引当金の計上基準 
 (1) 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

 (2) 賞与引当金 

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、実際支給見込額に基づき計上しております。 

 (3) 退職給付引当金（前払年金費用） 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。 
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。 
①退職給付見込額の期間帰属方法 
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は、期間定額基準によっております。 

②数理計算上の差異の費用処理方法 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（６
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。 

    当事業年度末においては、年金資産が退職給付債務（未認識数理計算上の差異を除く）を上回っている
ため、投資その他の資産の「前払年金費用」に計上しております。 
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4. 収益及び費用の計上基準 
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を

充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

(1) 年間契約 

建物の運営と設備保守業務・警備業務・清掃業務など管理不動産を総合的に管理する統括管理業務につ

いては、日常反復的な業務であり、かつ、それぞれの業務の特性と顧客への移転パターンが実質的に同

じであるため、全体を単一の履行義務とし、これらは時の経過に応じて充足されると判断されることか

ら、契約期間にわたり毎月均等で収益を認識しております。 

設備保守業務等の単一業務の出来高による契約については、顧客との間で個別に履行義務を認識してお

り、当該役務の提供により当該サービスに対する支配が顧客に移転した時点が履行義務の充足時点であ

り、月々顧客が検収した時点で収益を認識しております。 

(2) 工事契約 

工事契約については、履行義務の充足に係る進捗度を見積り、当該進捗度に基づき一定の期間にわたり

収益を認識することとしております。例外として期間がごく短い工事については、顧客が検収した時点

で収益を認識しております。 

(3) 臨時契約 

商品の販売などの臨時で発生する契約については、当該商品の受け渡しや役務の提供により、当該財又

はサービスに対する支配が顧客に移転した時点が履行義務の充足時点であり、顧客が検収した時点で収

益を認識しております。 

収益は、顧客との契約に係る取引価格で測定しており、重要な変動対価の額等はありません。 

取引の対価は、履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。 

 

貸借対照表に関する注記 

1. 担保に供している資産及び担保に係る債務 
   担保に供している資産 

短 期 貸 付 金  17百万円

投 資 有 価 証 券 55百万円

関 係 会 社 株 式 205百万円

関 係 会 社 長 期 貸 付 金  116百万円

合    計 394百万円

短期貸付金、投資有価証券、関係会社株式及び関係会社長期貸付金は、関連会社及び出資先の金融機関

からのノンリコースローンに対するものであり、当事業年度の末日現在の債務残高は70,925百万円であ

ります。 

 
2. 資産に係る減価償却累計額 
    有形固定資産の減価償却累計額 1,429百万円 

    投資その他の資産の減価償却累計額 57百万円 

 
3. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く） 
    短期金銭債権 1,455百万円 

    短期金銭債務 334百万円 

 

損益計算書に関する注記 

1. 関係会社との取引高 
   営業取引による取引高 

    売    上    高 2,559百万円 

    仕    入    高 34百万円 

    販売費及び一般管理費 2,928百万円 

   営業取引以外の取引高 102百万円 
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株主資本等変動計算書に関する注記 
1. 当事業年度末の発行済株式の種類及び総数 
 

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末 

普通株式(株) 41,180,306 ― ― 41,180,306 

 
2. 自己株式の種類及び数に関する事項 

 
該当事項はありません。 
 

3. 配当に関する事項 
(1) 配当金支払額 

 

決  議 株式の種類 
配当金の 

総額(百万円) 
１株当たり 
配当額(円) 

基準日 効力発生日 

2024年６月７日 
定時株主総会 

普通株式 3,170 77.00 2024年３月31日 2024年６月10日 

 
(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、効力発生日が翌事業年度となるもの 

2025年６月６日開催の第60期定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提

案しております。 

① 配当金の総額 3,603百万円

② １株当たり配当金額 87.50円

③ 基準日 2025年３月31日

④ 効力発生日 2025年６月９日

なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。 

2025 年６月６日開催の定時株主総会において、上記の議案は可決されました。  

（2025 年６月６日加筆） 
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金融商品に関する注記 

1. 金融商品の状況に関する事項 
(1) 金融商品に対する取組方針 

当社の資金運用については、安全性の高い金融資産で運用し、短期的な運転資金、関係会社の株式取得

の資金調達については、金融機関からの借入により調達しております。デリバティブ取引は行っておら

ず、投機的な取引は行わない方針であります。 

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

営業債権である受取手形、売掛金及び長期貸付金は、取引先の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、当社の担当部門が、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況の

悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図る体制をとっております。 

投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、発行体の信用リスクに晒されておりま

すが、定期的に発行体の財務状況等を把握し、保有状況を継続的に見直しております。 

営業債務である買掛金及び未払金は、１年以内の支払期日であります。 

また、営業債務は流動性リスクに晒されておりますが、当社では、月次に資金繰り計画を作成するなど

の方法により管理しております。 

(3) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することに

より、当該価額が変動することもあります。 

 
2. 金融商品の時価等に関する事項 

2025年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとお

りであります。なお、市場価格のない株式等は、次表には含まれておりません（(注１)を参照ください）。

また、現金は注記を省略しており、預金、受取手形及び売掛金、短期貸付金、買掛金、未払金は短期間で決

済されるため時価が帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 
(単位：百万円)    

 
 貸借対照表計上額 時価 差額 

長期貸付金 
（１年内回収予定を含む） 

5,261 5,192 △69 

資産計 5,261 5,192 △69 

 

(注１) 市場価格のない株式等 
(単位：百万円) 

 
区分 貸借対照表計上額 

非上場株式  1,288 
 
これらについては、上記の表には含めておりません。 

 
(注２) 金銭債権の決算日後の償還予定額 

(単位：百万円)    
 

 １年内 １年超５年内 ５年超10年内 10年超 

現金及び預金 15,939 ― ― ― 

受取手形 23 ― ― ― 

売掛金(※) 12,921 ― ― ― 

長期貸付金 
（１年内回収予定を含む） 

20 5,076 89 75 

合計 28,904 5,076 89 75 
 
 (※) 売掛金については、対応する貸倒引当金を控除しております。 
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税効果会計に関する注記 

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
(単位：百万円)   

繰 延 税 金 資 産 

未 払 事 業 税 84

賞 与 引 当 金 130

長 期 未 払 金 172

貸 倒 引 当 金 21

各 種 会 員 権 評 価 損 65

減 損 損 失 63

資 産 除 去 債 務 53

そ の 他 104

繰 延 税 金 資 産 小 計 694

評 価 性 引 当 額 △276

繰 延 税 金 資 産 合 計 418

 

繰 延 税 金 負 債 

前 払 年 金 費 用 △300

そ の 他 △35

繰 延 税 金 負 債 合 計 △336

繰 延 税 金 資 産 の 純 額 81

 
 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第13号）が2025年３月31日に国会で成立し、2026年４

月１日以後に開始する事業年度より防衛特別法人税が課されることとなりました。これに伴い、当事業年度

の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用した法定実効税率は、従来の30.6％から、2026年４月１日以

降に解消が見込まれる一時差異等については31.5％に変更されております。 

なお、この変更による影響は軽微であります。 

 

リースにより使用する固定資産に関する注記 

貸借対照表に計上した固定資産のほか、車両運搬具及び事務機器等の一部については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。 
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関連当事者との取引に関する注記 

1. 子会社及び関連会社等 
(単位：百万円)   

 

種 類 
会社等の 
名  称 

議決権
等の所
有 ( 被
所 有 )
割 合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

関 連 
会 社 

マーケットピア神戸 
株式会社 

所有 
30.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

2,471 ― ― 

株式会社がまだす 
コミュニティサービス 

所有 
25.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

359 ― ― 

株式会社 
いきいきライフ豊橋 

所有 
31.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

976 ― ― 

アイラック愛知 
株式会社 

所有 
33.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

1,591 ― ― 

株式会社 
ＦＣＨパートナーズ 

所有 
39.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

457 ― ― 

徳島県営住宅ＰＦＩ 
株式会社 

所有 
30.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

1,051 ― ― 

医薬系総合研究棟施設
サービス株式会社 

所有
20.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

2,137 ― ― 

株式会社 
ＹＯＫＯＨＡＭＡ文体 

所有
15.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

19,518 ― ― 

株式会社 
早良グリーンテラス 

所有
49.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

1,415 ― ― 

株式会社名古屋 
モノづくりメッセ 

所有 
30.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

7,883 ― ― 

株式会社福岡 
カルチャーベース 

所有 
39.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

7,448 ― ― 

大分荷揚リンクスクエア 
株式会社 

所有 
25.2％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

1,593 ― ― 

株式会社 
瑞穂ＬＯＯＰ－ＰＦＩ 

所有 
20.0％ 

役員の兼任 
作業受託 

担保提供 
(注) 

350 ― ― 

(注) 金融機関からのノンリコースローンに対し担保提供を行っているものであります。なお、担保提供の取
引金額は、当事業年度の末日現在の債務残高であります。 

 

2. 親会社及び法人主要株主等 
(単位：百万円)   

 

種 類 
会社等の 
名  称 

議 決 権
等 の 所
有(被所 
有)割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 取引金額 科目 期末残高 

親会社 
日本管財ホールディン
グス株式会社 

被所有 
100.0％ 

役員の兼任 
経営指導 
資金の援助 

経営指導料の 
支払(注)１ 

2,843 未払金 271 

資金の回収 
(注)２ 

2,000 短期貸付金 ― 

― ― 
関係会社 
長期貸付金 

5,000 

利息の受取 
(注)２ 

41 ― ― 

配当金の 
支払 

3,170 ― ― 

その他の 
関係会社 

日本サービスマスター
有限会社(注)３ 

なし 
役員の兼任 
損害保険 
契約取次 

損害保険料 
の支払 
(注)４ 

23 ― ― 

(注)１．取引条件については、役務提供の対価として交渉の上、決定しております。 
２．当社グループ資金集中管理契約に基づくものであり、市場金利を勘案して利率を合理的に決定してお

ります。 
３．日本サービスマスター㈲は当社代表取締役社長 福田慎太郎が議決権の100％を直接所有する会社であ

り、「役員及び個人主要株主等」グループの種類「役員及びその近親者が議決権の過半数を所有して
いる会社」にも該当しております。 
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４．取引条件及び取引条件の決定方針等 
損害保険料については、大蔵大臣（現 財務大臣）により認可された保険業法認可率等に基づいて取引
を行っております。 

 

収益認識に関する注記 

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「個別注記表 重要な会計方針に係る事項

に関する注記 4．収益及び費用の計上基準」に同一の内容を記載しているため、注記を省略しております。 

 

１株当たり情報に関する注記 

１株当たり純資産額 684円49銭 

１株当たり当期純利益 87円85銭 

 

重要な後発事象に関する注記 

 該当事項はありません。 


